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・令和２年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の 
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学校人事課 （R3.10.18時点）

国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保体 技術 家庭 英語 合計

106 11 7 3 9 2 2 8 2 2 8 54 6 14 0 180

男 90 11 33 16 20 1 1 32 4 0 10 128 10 0 0 228

女 122 9 7 5 5 4 4 8 1 4 11 58 16 62 0 258

計 212 20 40 21 25 5 5 40 5 4 21 186 26 62 0 486

男 70 9 29 12 17 1 1 31 4 0 4 108 10 0 0 188

女 96 8 6 5 5 4 4 8 0 4 8 52 11 52 0 211

計 166 17 35 17 22 5 5 39 4 4 12 160 21 52 0 399

男 62 9 11 8 15 0 0 15 3 0 9 70 2 0 0 134

女 78 6 5 3 4 3 2 4 0 3 6 36 9 27 0 150

計 140 15 16 11 19 3 2 19 3 3 15 106 11 27 0 284

計 133 14 16 11 18 3 2 19 3 3 13 102 11 27 0 273

6 6 2 9 2 2 8 2 1 7 45

2 1 2 1 0 0 0 0 1 2 9

中・高共通 計 8 7 4 10 2 2 8 2 2 9 54

男 43 5 4 2 7 0 0 6 2 0 5 31 1 0 0 75

女 61 3 3 2 3 2 2 2 0 2 4 23 7 15 0 106

計 104 8 7 4 10 2 2 8 2 2 9 54 8 15 0 181

倍　率 2.0 2.5 5.7 5.3 2.5 2.5 2.5 5.0 2.5 2.0 2.3 3.4 3.3 4.1 ## 2.7

令和３年度採用選考との比較　＊（　）内Ｒ３

106 (80) 54 (40) 6 (6) 14 (8) (2) 180 (136)

212 (196) 186 (218) 26 (14) 62 (64) (14) 486 (524)

140 (132) 106 (107) 11 (8) 27 (11) (3) 284 (284)

104 (84) 54 (42) 8 (6) 15 (8) (1) 181 (141)

2.0 (2.3) 3.4 (4.9) 3.3 (2.3) 4.1 (7.8) (13.0) 2.7 (3.5)

令和３年10月29日
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令和２年度 児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について 
令和 3 年 10 月 29 日   

学校支援課   
調査結果の概要   
１ 令和２年度 いじめの認知件数（政令指定都市比較） 

 政令指定都市 認知件数 千人当たりの

認知件数 
解消率 取組中 

認知してから 
3 か月以上経過

しているもの 

認知してから

3 か月経過し

ていないもの 

１ 大阪市 20,305 件 114.3 件 93.4% 1.8% 4.8% 
２ 新潟市 12,719 件 214.6 件 92.2% 0.3% 7.4% 

３ 仙台市 11,231 件 139.4 件 81.8% 2.1% 16.0% 
４ 札幌市 7,331 件 52.2 件 91.5% 5.0% 3.5% 
５ 横浜市 5,572 件 21.0 件 55.0% 18.8% 25.9% 
19 さいたま市 1,090 件 10.6 件 70.4% 11.5% 18.1% 
20 岡山市 592 件 10.8 件 66.7% 11.5% 21.8% 
 新潟県※新潟市を含む 17,107 件 77.1 件 88.8% 2.4% 8.7% 

 

 

 

いじめ認知件数の推移                           （件） 
 

年 度 令和 2 年度（前年度比％） 令和元年度（前年度比％） 平成 30 年度（前年度比％） 

新潟市 12,719 （82.4） 15,431（102.0） 15,129（96.6） 

新潟県 17,107 （83.9） 20,390（111.5） 18,284（104.4） 

全 国 517,163 （84.4） 612,496（112.6） 543,933（131.3） 

 

※ いじめの解消の判断：加害行為が相当期間なく，被害者が心身の苦痛を感じていないと 
認められることが必要であり，相当期間は３か月を目安とする。 
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【新潟市のこれまでの取組：いじめの積極的な認知と適切な初期対応の推進】 
  
①いじめの定義と対応の正しい理解の啓発 

 ・市民・保護者・教職員へのいじめ理解の啓発の実施。 
 ・教職員のキャリアステージに応じたいじめ研修の開催。 

 
②いじめ認知の感度を上げる取組 

 ・いじめの態様を具体的に示し児童生徒がいじめを訴えやいよう工夫した「いじめアン 
  ケート」の作成と市立全校での年３回以上の実施の義務付け。 
 ・教育委員会による，年３回，学校のいじめ認知と解消状況の確認と学校への指導。 
  
 ③いじめの対応モデルの提示と対応の徹底 

・市基本方針に，組織的ないじめ対応を実施するため，校内いじめ対応ミーティング 
開催を義務付け。 

 ・具体的な初期対応モデルを示した「いじめ初期対応ガイドブック」の作成と，教員を
はじめ事務職員・栄養教諭・調理員・支援員・用務員など全職員に配布。  

いじめの積極的な認知と初期対応を適切に行うことにより，本市の千人当たりの認

知件数は最多となる一方，解消率は高く，重大事態の件数は極めて少ない状態を維持

している。→ 文部科学省も肯定的に評価している 

＜今後の取組＞ 
・児童生徒の発達段階に応じたいじめ理解に関する特活授業や道徳授業の実施 
・支持的風土の醸成の推進による，いじめの未然防止。 
・「いじめ初期対応ガイドブック」実施の徹底 

＜令和２年度のいじめ認知件数の減少の要因等について＞ 
認知件数は，県・全国も市同様に減少傾向にあることからも，新型コロナウイルス感染 

症における「一斉休校」「分散登校」の影響と，新しい生活様式の中でソーシャルディス

タンスの確保等により，人間関係トラブルが起きやすい場面が減少したことが一因と考え

られる。 
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２ 令和２年度 不登校数（政令指定都市比較） 

 政令指定都市 不登校数 千人当たりの 
不登校数 

１ 横浜市 5,687 人 22.2 人 
２ 大阪市 4,675 人 28.2 人 
３ 札幌市 3,475 人 26.1 人 
17 新潟市 1,207 人 21.0 人 

18 静岡市 1,127 人 24.4 人 
19 千葉市 1,086 人 15.6 人 
20 岡山市 1,009 人 18.6 人 
 新潟県 ※新潟市を含む 2,143 人 19.2 人 

 
 

 
 

 

不登校児童生徒数の推移                           （人） 
 
年 度 令和 2 年度（前年度比％） 令和元年度（前年度比％） 平成 30 年度（前年度比％） 

新 

潟 

市 

小学校 426（129.5） 329（121.0） 272(124.2) 

中学校 781（101.6） 769（109.9） 700(115.3) 

計 1,207（109.9） 1,098（113.0） 972(117.7) 

新潟県 3,112（112.0） 2,780（105.5） 2,636(113.7) 

全 国 196,127（108.2） 181,272（110.2） 164,528(114.2) 
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病気を理由に長期欠席している児童生徒数

(人）
政令指定都市 病気欠席人数

1 大阪市 1,244
2 横浜市 715
3 北九州市 582

18 静岡市 124
19 新潟市 89
20 浜松市 12
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【新潟市のこれまでの取組：不登校の未然防止と適切な対応の推進】 
  
①「児童生徒理解・教育支援シート」の周知と活用の徹底 

 ・不登校児童生徒の情報を可視化して，チームで有効な支援策を立てる。 
 ・不登校児童生徒の情報と支援の経過を上級学年・学校に引き継ぎ，途切れない支援を 

行う。 
 
②各区教育支援センター，教育相談センター訪問指導員，学校支援課の連携強化と学校 

訪問の実施 
 
③不登校の初期対応モデルの提示と対応の徹底 
・具体的な初期対応モデルを示した「不登校初期対応ガイドブック」の作成と，教員 
 をはじめ事務職員・栄養教諭・調理員・支援員・用務員など全職員に配布。 
・市立学校の全教頭を対象とした不登校にかかわる研修の実施。  

千人当たりの不登校数では，20 政令指定都市中，中位に位置するが，昨年度比で増

加した。病気欠席と安易に判断せず，丁寧な対応を実施している。 

＜今後の取組＞ 
・「支持的風土の醸成の推進」による不登校の未然防止。 
・「不登校初期対応ガイドブック」の活用を徹底し，丁寧な初期対応の実施。 
・教育相談センターやフリースクールなど学校以外の場における支援体制の整備。 

＜令和２年度の不登校数の増加の要因等について＞ 
児童生徒の休養の必要性を明示した「義務教育の段階における普通教育に相当する教

育の機会の確保等に関する法律」の趣旨の浸透や，学校生活においてソーシャルディス

タンスなど制限がある中で交友関係を築きにくく，登校意欲が湧きにくい状況にあった

ことなども背景として考えられる。 
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３ 令和２年度 暴力行為数（政令指定都市比較） 

 政令指定都市 暴力行為件数 千人当たりの発生件数 
１ 横浜市 4,847 件 18.4 件 

２ 広島市 1,283 件 12.7 件 

３ 仙台市 1,247 件 15.5 件 

４ 名古屋市 1,223 件 7.0 件 

５ 神戸市 927 件 8.1 件 

６ 新潟市 871 件 14.8 件 

19 熊本市 146 件 2.4 件 

20 浜松市 55 件 0.9 件 

 新潟県 ※新潟市を含む 2,028 件 9.2 件 

 

 
 
暴力行為件数の推移                            （件） 
 

年 度 令和 2 年度（前年度比％） 令和元年度（前年度比％） 平成 30 年度（前年度比％） 

新潟市 871（72.1） 1,208（134.4） 899（82.8） 

新潟県 2,028（85.2） 2,381（107.2） 2,222（106.0） 

全 国 66,201（84.0） 78,787（108.0） 72,940（115.2） 

 
暴力行為種別件数                             （件）  
年 度 令和 2 年度（前年度比％） 令和元年度（前年度比％） 平成30年度（前年度比％） 

対教師暴力 138（130.2） 106（168.3） 63（25.5） 

生徒間暴力 635（66.2） 959（128.6） 746（111.8） 

対人暴力 19（475.0）    4（400.0） 1（8.33） 

器物損壊 79（56.8） 139（156.2） 89（55.6） 

計 871（72.1） 1,208（134.4） 899（82.8） 
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【新潟市のこれまでの取組】 
①暴力行為認知の感度を上げる取組 

 ・市立学校共通で実施している「いじめアンケート」の中の「軽くぶつかられる」「蹴られ 
る」等の暴力行為項目に対し丁寧な聞き取りと対応を実施。 

  
②研修会の実施 
 
③「生徒指導主事会」や「学校警察等連絡協議会」における情報交換 

新潟市の小・中・高等学校における暴力行為数は，871 人であり，千人当たりの発

生件数は 14.8 件である。いじめの認知と同様に，アンケートや子どもへの丁寧な聞き

取りなどから，暴力行為の把握に努めている結果であると考える。 

＜今後の取組＞ 
・「支持的風土の醸成の推進」などで，暴力行為の未然防止。 
・教職員による児童生徒理解と，個に応じた適切な対応の実施。 
・教職員と児童生徒の信頼関係づくり（傾聴・共感）。 
・特別支援教育サポートセンターと連携しての，特別な支援を要する児童生徒への適

切な対応。 

＜令和２年度の暴力行為件数の減少の要因等について＞ 
いじめ認知件数の減少と同様，新型コロナウイルス感染症対応が減少の一因と考えられ 

る。 
 一方，市教委へ報告のある暴力行為の背景には，児童生徒の抱える発達の課題，個人を

取り巻く学校や家庭，社会環境などが要因となっていた事案が多数を占めている。今後，

個々の児童生徒の理解と適切な対応が大切と考える。 
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